





我が国の児童憲章(昭 和26年 制定)は,第2条 で 「すべての児童は,家 庭
で,正 しい愛情 と知識と技術をもって育てられ,家 庭 に恵まれない児童 には,
これにかわる環境が与えられる」 と規定 し,ま た国際連合の児童 権 利 宣 言
(1959年 制定)は,そ の第6条 で 「……児童は,で きるかぎり,そ の両親の
愛護 と責任の下で,ま た,い かなる場合において も,愛 情と道徳的及び物資
的保障 とのある環境の下で育て られなければな らない。幼児は,例 外的な場
合を除き,そ の母から引き離 されてはならない。」 と述べており,児 童 とり
わけ幼児 の家庭愛護の重要性(当 然乳児 も含まれていると考え られる)を 強
調 している。つまり 「子供 にとって大事なことは,一 人の特定の人間,す な
わち子供 の理解力を発達 させるのに必要な愛情の一体感を与え,か つ受ける










このような自然な人間関係は他 には見 られない」(4)とも述べている。 さらに,
第二次世界大戦中の実際的経験から,イ ギ リス政府の1報 告書は次のように
述べている。 「疎開の実施によって得 られた最 も貴重な収穫は,子 どもの発
達における家庭の重要性が認識されたことである。どれほど行届 いた世話を
して も,親 が子どもに尽 くすようにはいかない。」(5)
このように,児 童 とりわけ乳児にとっての家庭,或 いは母子関係の大切さ
は否定のしようのないところである。
しかしながら,戦 後そして高度経済成長を経た現在,児 童の家庭のおかれ





問題の主流ではなく,家 庭内暴力,登 校拒否,自 閉症,自 殺など問題行動,
非行,情 緒障害,心 身障害,家 庭はありなが ら養護 ・保育に欠 ける児童の問
題 母子家庭や父子家庭の問題など」(6)と述べている。また 「核家族化」と子
どもは2人 以下 という 「少産主義」は,か つての家族がもっていた社会生活
の中心単位 としての機能を社会化 し,家 族機能 自身弱体化 した。 この弱体化
は,児 童養育機能そのものも弱体化されていることを意味 しており,そ れは
更に 「地域社会あるいは近隣社会の崩壊 という同じく現代的な問題が,従 来
の育児を困難ならしある要素 として,そ れに追い打 ちをかける」(7)状況 とな
り,そ れが結果 として,保 育所に対する需要の高まりの要因ともなっている
といえ る。
また,現 在の我が国の経済成長を支える要因の一つである婦人労働力の増
大,と りわけ非農林業女子雇用者数のうち,59.2%(昭 和59年)を 占める有
配偶者,い わゆる共働らきの妻の増加 によって,「 保育に欠 けた児童」が増
加 している。そして,こ れらの婦人労働者の 「勤務形態即 ち,勤 務時間や時
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間帯,職 種等が多様化 していることや通勤距離が遠距離化 していることなど
により,保 育需要が多様化 してきている」(8)と指摘されているように,現 在,
児童数の減少 という現象に対 し,保 育に対する要求は逆に益々高まっている
といえ る。
現在,我 が国では児童が何 らかの問題によって要保護状態になった時に,
その状態 に応 じた施設で対処 していくというシステムが中心になっている。
それ故,本 論では,そ の状態を 「保育に欠 ける」状態を中心とし,そ の対応




の制定 によるものである。そこで,制 定当時の保育所の状況について少 し触
れておきたい。




く早 く自立 した生活ができるようにするため,保 育所の利用が重視されてい
たこと,さ らにまた戦後の窮乏 した生活の中で,両 親がいる子どもでも,そ
の両親が就業 しなければならないために保育に欠 ける場合が多 くあった」(9)
という状況のなかで,浮 浪児の対策と同様に極めて重要視されていたといえ
る。そ して,そ の当時の保育所の使命 として次 の3つ が挙げ られている。(1°)







3.保 育所に於て為されてゐる子供の保育 については各自の家庭の理解 と
協調を得る様保護者を指導する事である.即 ちその子の養育について常
に保護者が適切な考慮 と措置を取 り得 る様指導する事である……(中略)






育成 については主導的立場にあるべき」(11)であって,保 育所は 「親達が充分
理解を持ち,そ の責任を完 うし得 る様補導 しなければな らない」(12)という立
場 に立ったものである。この背景 となっていると考えられる当時の状況につ
いては,「 今日の困難な社会情勢下にあっては 多 くの親達がそれ丈の余裕も
ない生活をしている,そ こで子供達 は街頭に,広 場に,仕 事場に,所 かまわ





1,787カ 所で,158,904名(内 乳児1,467名)の 乳幼児を保育 しており,そ の
内で被保護者数は22,681名(14.3%),乳 児のみでは381名(26,0彩)と なっ
ており乳児を抱えた低所得層が目立っている。(14)
そこで次に,児 童福祉法が制定されて35年以上経過 した現在,保 育(所)
に対する要求はどのように変化 したかについて考察する。まず保育所の施設
の推移についてみると表1の 通 りである。 このように数的に増加 した保育所
は,そ の数に対応 し,ま た先 に述べたような児童を取 り巻 く社会的状勢の変
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化 に応 じてその要求 も多様化 して
いる。多様化 については,様 々い
われているが,本 論では,保 育所
に対す る社会的要 求 の多様化 と



















要 とす る限 り8時 間保育では困る
のであ る。現在の対処としては,




年 度 施設数 年度 施設数
昭和22年 度 1,500 41 11>616
23 i,7s7 42 12,158
24 2>591 43 12,732
25 3,684 44 13,416
45 14,101
26 4,529
27 5,637 46 14,806
28 7,059 47 15,555
29 7,771 48 16,411
30 8>392 49 17,341
50 18,238
31 8>823
32 9,178 51 19,054
33 9,432 52 19,794
34 9>646 53 20,604
35 9>853 54 21,381
55 22,036
36 10,077
37 10,317 56 22,487
38 10,579 57 22,709
39 10>858 58 22,858
40 10,245
扈
昭和40年 度 まで は毎年度 の2月 現在の も




育 として行ない,そ れをもって長時間保育 と称 しているのが一般的状況 とい
える。 この長時間保育の要求は,そ の保育所が設置されている地域の事情 に





祉対策 について(昭 和49年11月28日)」 の中ですでに 問題 として 提起されて
いる。同答申の1保 育対策についての2で 多様化傾向にある保育需要に関す
る対策 として 「保育時間の延長」の問題を取 り上げている。答申では,保 育
時間の8時 間という原則 は 「乳幼児の心身発達の特性や,保 育者の指導能力
等を十分考慮,検 討のうえ,保 育効果を低下させないようにするため」(16)で
あ り,保 育時間の延長は 「乳幼児の心身発達上,情 緒不安定等の心理学的問
題徴候,集 中力,持 久力等の機能低下等の身体機能的問題徴候を引き起 こし
やすいことは,厚 生科学研究の結果等によって明らかにされている」㈹ とし
て消極的立場をとっている。また夜間にまで及ぶような長時間保育を,公 的
制度 とす ることに対 しては 「長時間にわたる母子分離によって,家 庭の育児
に対する意欲 と努力を減退させる結果を招 くことも懸念されるので慎重に対
処 しなければならない」(18)とし,看 護婦等,夜 間勤務従事の場合等の対処 と
した 「限定的な事業 として乳幼児を保護する方策」の具体化という 「乳幼児
の福祉を最優先 させる」 という,ど ちらかといえば要求に対 して先と同様消
極的姿勢である。(19)
さらに,同 年7月 から9月 にわたって行政管理庁の行政監察が行なわれ,
翌50年11月25日 に 「幼児の保育及び教育に関す る行政監察結果 に基 づ く勧
告」が手渡された。それには社会的要請か らみた対応策を検討すべき問題点
として長時間保育 も挙げられており,そ れに関 して 「保護者の通勤時間の確
保のため,長 時聞保育に対する需要が高まってきており」(2°)と状況を述べ
「長時間保育を行っていないため,乳 幼児が降所後無認可施設,知 人宅に託
されているものがみ られる」(21)と指摘 している。 そ して,厚 生省が同勧告
に対 して51年2月10日 付で出 した回答は,保 母の時差出勤の励行,非 常勤保
母の配置,超 過勤務手当の設定等により対処 している現状 と今後の実態に即
した施策の充実を検討するという消極的姿勢がうかがえる。
しかしながら,長 時間保育 に対 しては,行 政のような消極的見方ばか りで
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はない。小児科医の毛利子来氏は,「保育所がr保 育 に欠 ける』子どもの保育
を使命 とするならば,4時 とか5時 まで しか預 らないのは,ま ったくおか し
な話だ」(22)と述べ,8時 闇体制で 「居残 り」 というやっかいな扱いをされれ
ば別だが,正 規の保母 によって一貫 した保育がなされるのであれば 「生理的
にも精神的にも,い まの保育時間より前後あわせて2～3時 間くらい長 くな
ったか らといって,と くに問題がおきるとは考えられない」(23)と断言 して
いる。
いずれの場合をとるにして も,長 時間保育に対する要求は益々高まってい





いては,一 般的に3歳 未満児を乳児 と呼んでおり,従 って乳児保育は3歳 未
満児保育のことを指 している場合が多い。 しかしながら,本 論においては,
児童福祉法にいう乳児,即 ち0歳 児保育 に限定 して乳児保育 という言葉を用
いる)乳 児保育 に関 しては,昭 和43年12月20日 の中央児童福祉審議会の 「当
面推進すべき児童福祉対策に関す る意見具申」の中で,保 育所における乳児
保育対策について述べ られている。乳児保育要求のもっている大 きなポイン




いて(昭 和44年4月1日)」 の通知が出された。これは,都 市部における乳児
保育への社会的要請の増大に対応 したものである。 しかし,「保 護 者が原則
として所得税 非課税世帯である低所得階 層 に属 している乳児が9人 以上入所
している」保育所が対象 とされたものであり,必 らず しも要求に答えられる
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表2乳 児(0歳 児)入 所の推移
(単位人)各 年4月1日 現在
昭和54年('79) 55('80) 56('81) 57('82) 58ぐ83) 59ぐ84)
27605 30240 31293 32503 34755 36315
資料 厚生省 「社会福祉行政業務報告」
ものではなかったといえる。この通知は 「保育所における乳児保育特別対策
について(昭 和52年5月10日)」 と改められ,対 象も 「保育所措 置費交付基
準 に定める世帯の階層区分がD4階 層以下の世帯に属する乳児が3人 以上入
所 している」保育所に拡大された。昭和59年4月1日 現在,入 所 している乳




和49年12月13日)」 の通知が出された。当初 は,「おおむね4歳 以上の精神薄
弱児,身 体障害児等であって,原 則 として障害の程度が軽 く集団保育が可能
で,日 々通所できるもの」(27)を対象 とし,「定員おおむね90名 以上」 の保育
所で 「定員の一割程度」 を入所人員と考え られていた。同通知は,「保育所
における障害児の受け入れについて(昭 和53年6月22日)」 に変 り,対 象 も
「保育 に欠ける障害児で保育所で行 う保育にな じむ もの」で 「一般的に中程
度までの障害児 と考えられ,集 団保育が可能で日々通所できるもの」(28)と拡
大 され,同 通知は55年 に一部変ったものの,こ のままの対象規定で現在に至










える。保育所 は,そ の誕生当時から常に婦人労働を背景にして きた児童福祉
施設であると同時に,幼 保一元化論に代表される乳幼児教育の現場の一つで
もあるという二つの側面をもっている。また対象が乳幼児ゆえに養護 と教育




て きた(1)～(4)の4つ の問題を全て包括 しているといえる。つまり,前 述のよ
うに多様化,高 度化 している保育要求に対 して,そ れに対応 し得るような資




以上述べてきた如 く,現 在の保育(所)を 取 り巻 く要求は,そ の誕生期の




職であり,「 児童福祉施設において,児 童の保育に従事する女子(児 童福祉
法施行令第13条)」 と規定されている。 しか し,保 育においての男性の役割
の必要が認め られ,昭 和52年 か ら同条文の規定は,「 児童福祉施設において
児童の保育に従事する男子について準用する(児 童福祉法施行令附則22条)」
とされ,以 後,男 子 にもその道が開かれている。








は,表3の 通り現在339カ 所あり,そ の数は



































(注)定 員 は,学 則 に規定 され
てい る学生定員数で ある。
1.学 校教育法による高等学校を卒業 した者若 しくは通常 の課題による12
年の学校教育を修了 した者(通 常の課程以外の課程によりこれに相当す
る学校教育を修了 した者を含む)。又 は文部大臣においてこれ と同等 以
上の資格を有すると認定 した者
2.児 童福祉施設において,3年 以上児童の保護に従事 した者







































児 童 事 業
精神薄弱者
援 護 施 設
身体障害者









































































(注)1保 育所は児童福祉法第7条 に規定する保育所,児 童福祉施設は児童福祉法第7条
に規定する保育所以外の児童福祉施設並びに同法第17条に規定する児童を一時保護
する施設をいう。
2児 童事業とは,児 童福祉施設以外の児童福祉事業を行う施設(季 節保育所,へ き
地保育所,自 閉症児施設等)に おける事業をいう。
3そ の他とは,官 公署,会 社,学 校等に就職し,又 は結婚等の場合であって,児 童
福祉関係事業に携わらないものをいう。
取得 したとして も必 らず しも専門職 としての知識や技能 はどうか考えてみた
場合,必 らず しも妥当だとは全面的には肯定 しがたい面 があるといえる。こ
れ らの点か らみて,現 時点では保母試験のもっていた役割はある程度終った
といえるのではないだろうか。今後の保母試験の方向としては,昭 和58年10
月現在,在 職専任保母のうち1.5%を 占める無資格保母の対策が中心 となっ
ていくのではないだろうか。ちなみに,保 育所の専任保母数は180,497名 で
児童福祉施設専任従事者316,412名 の57.0劣 である(表5参 照)
また,毎 年4万 数千人の保母資格取得者が誕生 しているが(表4参 照)保
母養成校(所)の 卒業生がその内の:1',以 上を占めている。その中で,保 育
所へ就職 しているのが60年3月 の卒業生でみると30.1%,保 育所以外の児童
の関連の施設或いは事業へ就職 したのが5.1%で あり,社 会福祉関係事業に
















年度 資格取得者 (A) (C) CB> (C)
人 人 人 ゜o 人 ゜o 人
24 50 一 50 1.2 4,179 ... 4,229
25 170 31 201 3.8 5,133 96.2 5,334
26 228 26 254 4.1 .1:: 95.9 6,342
27 365 158 523 7.5 7,485 92.5 i/:
28 574 211 785 7.6 9,634 92.4 10,419
29 858 384 1>242 14.0 7>617 :.1 8,859
30 962 466 1,428 14.3 8,532 85.7 9,960
31 1,153 428 1,581 :. .:: 81.4 ・.
32 1>177 967 2,144 31.5 4,665 .: 6,809
33 1>146 1>-003 2>149 33.8 4>215 66.2 6,364
34 1,076 954 2>030 34.7 3,823 65.3 5,853
35 1,196 1,124 2,320 39.3 3,577 60.7 5,897
36 1,184 1,455 2>639 39.6 4,027 60.4 6,666
37 1>209 1,231 2>440 41.8 3,399 58.2 5,839
38 1,209 1>326 2,535 43.1 3,351 56.9 ::.
39 1,254 1>525 2,779 40.6 4,058 59.4 6,837
40 1,416 2,689 4,105 46.0 ,, 54.0 ;.
41 1,471 3,222 4,693 42.6 6,314 57.4 11,007
4z 1,559 ,. 6,537 44.1 8,274 55.9 14,811
43 1,731 9,418 11,149 55.6 8,894 1.II 20>043
44 1,700 12,384 14,084 61.7 8>723 38.3 22,807
45 2,000 15,892 17,892 65.4 9,475 34.6 27,367
46 1,971 18,586 20,557 72.3 7,861 27.7 28,418
47 1,969 20,192 22,161 71.5 .. 28.5 31,013
48 2>095 22,343 24,438 72.6 9,242 27.4 33,680
49 2,653 25,521 28,174 70.9 11,547 29.1 39,721
50 2,769 28,982 31,751 73.6 11,4Q9 26.4 43,160
51 .. 32,979 35,837 71.4 14,359 :. 50,196
52 3,029 37,554 40,583 :. 11,063 21.4 51,646
53 3,361 37,758 41,119 ! 9,659 19.0 50,778
54 3,279 38,340 41,619 82.9 .. 17.1 50,205
55 3,235 37,160 40>395 84.8 7,242 15.2 47>637
56 3,318 37,936 一41 ,254 .. 5,341 11.5 46,595
57 3,279 39>148 42,427 :・ 5,129 1: 47,556
58 1:・ 38,032 41,121 90.9 4,129 9.1 45,250





有 資 格 者
無資格者










































のが現状である。 このような状況 もふまえて 「量的には従足 している故 質





和45年 であり,既 に15年 経過 している。その聞の時代の進展や社会的な変化
の中で保育のニー ドも相当変化 してきた。そこで,今 後の方向を探 る前に戦
後の我が国の保母養成課程がどう変 ってきたかをみたい。
「保母」に関する規定は,児 童福祉法が制定され,そ れに伴なう児童福祉
法施行令(昭 和23年 政令第74号)第13条 でなされた。それは,「児童福祉施設









表7昭 和23年 通知 ・修業科 目及 び配 当時間数
学 科 目 配当時間数










11 ケ ー ス ワー ク 40
12 グル ープ ワー ク 40
13 自然研究及び社会研究 80
14 音 楽 200
15 リズ ム 80
16 遊 戯 80
17 お 話. 40
18 絵 画 40
19 製 作 40
20 英 語 40
21 児童の福祉に関する法令 特別講義
計 Y,350
2.実 習 科 目
(1)保 育,育 児,看 護,教
護,栄 養,音 楽,遊 戯,
お話,絵 画,製 作 等 に関
す る研 究 及 び実 習 を 所 長
の指 定 す る,児 童 福 祉 施
設 病 院 保 健 所 等 に お い て
保 母 実 習 生 と して 行 ふ こ
と。
(2)配 当 時 間 数 は,所 長 の
定 め る と こ ろ に よ る こ と。
表8は,昭 和27年,37年 そ
して 現 行 の45年 の改 訂 の一 覧
表 で あ る。 これ につ い て 岡 本
氏 の指 摘(31)を 参 考 に そ の 変
遷 を み て い き た い。
昭 和27年 の 改 訂 は,(1)必 修
と選 択 の 区 分 が設 け られ た 。
(2)単位 の概 念 規 定 と して 「講
義 」 「演 習 」 「実 習 」 等 の 区 別
が備考欄にではあるが明示された。なお,選 択科目が7科 目の内4科 目と指
定 されているが,単 位の指示がないので,科 目の選択方法によって6～9単
















倫 理 学 z
1
2科 目 以 上 講 4 2科 目以 上 講 4 人科文学 一
社 会 学 2 2科 目 以 上 講 4 2科 目以 上 講 4 社科会学 般
生 物 学 2
●
2科 目 以 上 講 4 2科 目以 上 講 4 自科然学
教
英 語 3 演 4 演 2 外語国
育
科
体 育 講 義 講 1 体 育 講 義 講 i 体
体 育 実 技 技 i 体 育 実 技 技 i 育
目
社会福祉事業一般 2 2 社 会 福 祉 講 2 社会福祉1 講 z
社 会 福 祉 法 制 2 i 児 童 福 祉 講 2 児 童 福 祉 講 2
ケ ー ス ・ ワ ー ク 2 ケ ー ス ワ ー ク 演 2 社会福祉皿 演 2 福
ケ ー ス ・ワーク 実習 1 グル ープ ワー ク 演 2
グ ル ー プ ・ ワー ク 2
グループワーク実習 1 祉
コ ミュニテ ィー オー
2
ガ ニゼ ー シ ョン
保 育 理 論 6 2 保 育 原 理 講 4 保育原理1 講 4 保
養 護 原 理 講 2 保育原理II 講 2 育
教 育 原 理 講 2 養護原理1 講 2 ●
養護原理H





児 童心 理学及 び 児 童 心 理 学 講 4 児童心理学 講 2
精 神 衛 生
8
精・神 衛 生 講 2 a 精 神 衛 生 講 2 心
教育学及び教育'己理学 4 教 育 心 理 学 講 2 教育心理学 講 2
青 年 心 理 学 講 2 青年心理学 講 2
臨床心理学 演 2 理
乳幼児心理学 演 2 専
栄 養 学 4
1
栄 養 学 講 2 小 児 栄 養 講 2
栄 養 学 実 習 i 栄 養 学 実 習 実 1 小児栄養実習 実 1 保
生理学及び保健衛生学 4 生 理 学 講 2 小児保健1 講 4 門
看護学及び小児病学 4 保健 衛 生 学 講 .2 小 児 保 健II 講 z 1
看 護 学 実 習 1 看 護 学








看護 学 実 習 実 i
社 会 研 究 i
1
健 康 演 i 健 康 演 i 1
自 然 研 究



























指 絵 画 製 作導
被 一服 住 居
3
1
音 楽 リ ズ ム















育 児 実 習
施 設 住 居
i
2
被 服 住 居












養 護 内 容 演 2
体 育 2
1
体 育 演 2 体 育 演 2 基
音 楽 6 音 楽 演 4 2 音 楽1 演 2 礎
音 楽II 演 z 技
図 画 工 作 演 2 図 画 工 作 演 2 能































注1)系 列 は告示352号 において明示 された2)講:講 義 演:演 習 実:実 習 技:実 技





第33号(昭 和27年) 第328号(昭 和37年) 第352号(昭 和45年)
必修選択 必 修 選 択 必 修 選 択 必 修 選 択
科目数 単位 科目数 単 位 科目数 鞄 科目数 単位 科目数 単位 科目数 単位
一
般 人 文 関 係 i 2 2 4 2 4
教育社会科学関係 1 2 2 4 2 4
科
目
自然科学関係 1 2 2 4 2 4
外 国 語 1 3 1 4 1 2
体 育 2 2 z 2
専
福 祉 5 9 4 6 4 8 3 6
門
保 育 ・教 育 1 6 1 2 2 6 1 2 3 8 2 4
心 理 2 12 2 6 3 6 3 6 3 s
科 保 健
5 14 7 tz 4 8 1 2
保 育 内 容 7 12 1 2 6 6 5 6 7 8 6 8
目 基 礎 技 能 2 8 1 4 3 6 3 6 1 2
家 政 1 2 1 2
保 育 実 習 1 20 1 io 1 4 2 4
開 設 基 準 26 87 7 13 31 66 14 26 32 60 i7 30
履 修 基 準 26 87 4
な規単
し定位
31 66 4 7 32 60 5 8
履 修 基 準 統 計 30科 目 ・93～96単 位 35科 目 。73単 位 37科 目 ・68単 位
科 目別 に明記された,(2)保 母養成校 として設けるべき教科 目 ・単位数 と,学
生が保母資格を取得するために履修すべき教科目 ・単位数が分離された。(3)
一般教育科目が系列化され
,科 目数 ・単位数が増加 し,「体育」が新設 され
た(4)保 育所保母 と収容施設保母を分離 した養成が意図され,教 科目が分割
又は新設 された(5)実 習の単位が大幅に削減された。今回の改訂によって科
目数 としては増加 したにもかかわ らず,履 修単位としては大幅 に減少 し93～
96単位から73単位となった。
そして,45年 の改訂であるが,(1)福 祉系科目の 「ケースワーク」 「グルー
プワーク」が 「コミュニティ ・オーガニゼーション」も含めて 「社会福祉H」
とされ,従 来 の 「社会福祉」を 「社会福祉1」 としてまとめた。(2)取得単位
がさらに減少 し,68単 位 となったが,科 目数は増加 し37科 目となった。(3)保








また,現 状として養成校の多 くが幼稚園教諭免許 も取得できる場合が多く




特 に,こ こでの問題と思われる点は,「 保育内容」系列 の教 科 目数及 び
単位数が増加 して,い わゆる六領域重要視的傾向がみられること。さらに,
「保育実習」の単位数が削減され続けている点,つ まり実習軽視の傾向がみ
られることである。 そ して最 も重大 と思われる点は,「 福祉」系列の単位の
削減である。 この点は極めて重要なポイントだといえる。保母 は,あ くまで
も社会福祉の専門職である,と いうことはどこまでも忘れてはな らないこと
である。幼稚園教諭免状に近づけてカリキュラム的に一元化の方向へ もって
い くのに対しては別段異論はない。 しかし,そ れによって本来の社会福祉 と
いうものを軽視するようでは,そ の一元化的発想は好ま しくないといえる。
現状として,保 母養成カ リキュラムの専門教科目とりわけ 「保育内容」が細
分化されているといえる。また,幼 稚園教諭二級免許状 と比べて も一般教育
科目の履修科目が少なく,そ の分だけ専門科目の方に回 されているのであろ






限 の 現 状 の2年 制 中心 か ら変 え て い く必 要 が あ ろ う。 幼 稚 園教 諭 の免 許 状 と
併 せ て 取 得 し易 くな った とい わ れ て い る もの の,そ れ は二 級 免 許 状 で あ って,1
そ の レベル に 合 わせ て保 母 養 成 カ リキ ュ ラ ムが 改 訂 さ れ て い る と い う こ と は,
幼 稚 園 教 諭 に準 ず る幼 児 保 育 担 当者 と して の保 母 の域 を脱 して い な い とい う
こ とが いえ,同 時 に幼 児 教 育者 と して の 保 母 の 専 門 性 は ま だ ま だ 低 位 で あ る
と い え る。
保 母 は,児 童 福 祉 施 設 と して の保 育 所 にお い て 社 会 福 祉 の専 門 職 と して従
事 す る ので あ る以 上,社 会 福 祉 と い う基 礎 の 上 に立 って 物 事 を 考 え な け れ ば
な らな い。 小 手 先 の技 術 で 上 手 く児 童 を 扱 う こ とが で き る と して も,そ れ は
必 らず しも専 門職 と して の保 母 と は い え な い 。 変 動 す る社 会 に つ い て の基 礎
的 な見 方 ・考 え方 が 出来 な けれ ば,前 述 の よ うな 保 育 要 求 の 多 様 化 に本 当 に
対 応 し得 る とは考 え られ な い。 こ れ らの こ とを 総 合 的 に考 え併 せ る と,保 母
養 成 の 今 後 の方 向 と して は高 度 の技 術 の修 得 を 中 心 と して 考 え て い くよ り も
む しろ,世 の 中 の変 動 に応 じて 変 って い く児 童 の 変 化 に対 して,保 母 が 対 応
して い け るよ う に広 く知 識 を学 ん だ い わ ゆ るゼ ネ ラ リ ック な保 母 を 養 成 して
い く方 向 へ転 換 を 計 る必 要 性 が あ る と いえ る。 そ して,そ れ が,ひ い て は質
的 に高 い保 母 の 養 成 へ とつ な が って い くので は な い だ ろ うか 。
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